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Recently we hear some bankruptcies of amusement parks( called “Theme Park”) 
and resort facilities which are run by “the third sector”companies . 
These causes have something in common of their merits and demerits.  
In this thesis, I point out a carelessly got-up plan and indefinite responsibility of 
their initial plans. 
 
 
1.はじめに 
 
2001年 2月 19日、宮崎市の大型リゾート施設「シーガイア」を運営する第三セクター
「フェニックスリゾート」は、グループ会社「フェニックス国際観光」「北郷フェニックス
リゾート」とともに、宮崎地裁に会社更正法の適用を申請し、事実上倒産した。 
この「シーガイア」は、一般に「リゾート法」と呼ばれる「総合保養地域整備法」の適
用第 1 号（宮崎・日南海岸リゾート構想）の認定を受け（1993 年）、文字通り地域振興の
コア（core = 中核・目玉）として、地元の期待を一身に背負い、華々しく開業し、計画通
りにスタート出来たこともあって、一時は「リゾート法の優等生」とまで言われた。しか
し、その後のバブル崩壊で客足（ひいては収益）が思うように伸びず、一方で、余りに過
大・無謀というほかない設備投資に伴う多額の借入金が、最後まで経営を圧迫したのであ
る。 
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「シーガイア」の「その後」を含め、詳細は後節に譲るが、いわゆる「第三セクター」
の経営・運営による全国各地の「テーマパーク」や「リゾート施設」の相次ぐ「破たん」
を調べて行くうちに、「第三セクターという企業形態そのもの」の持つ「功罪」ともいうべ
きものに、ある“共通点”を見出したのである。 
本論では、まず、わが国における「第三セクター」という言葉の意味や設立の目的につ
いて簡単に触れながら、その「功罪」という観点からの“共通点”を中心に、若干の考察
を試みたい。 
 
 
2. 「第三セクター」とは？ 
 
①「第三セクター」という言葉について： 
通常「NGO」＜non-governmental organization  =  非政府組織＞の議論などでは、
社会セクター（sector＝部門、分野）を三つに区分し、政府を「第一セクター」、民間
企業（営利企業）を「第二セクター」、そして民間の“非営利部門”（non-profit sector）
を「第三セクター」と呼んでいる。 
 
因みに、この“non-profit sector” は、アメリカでは“independent sector”,イ
ギリスでは“voluntary sector”とも言われている。 
最近では“civil society”（市民社会）と呼ぶこともあるようだ。 
 
つまり、この場合の「第三セクター」は、一般市民、ボランティア、財団などの公
益法人によって構成され、行政からは「独立性」を持ったセクターのことなのである。 
 
ところが、わが国で「第三セクター」といえば、専ら、「地域開発を中心とした開発
事業に取り組む“官民一体の”企業体」のことである。 
 
1965年（昭和 40年）、通勤新線、流通センター等の経営を目的に、大阪府と関西電
力、大阪ガス、（当時の）住友・三和・大和銀行の共同出資による「大阪府都市開発株
式会社」が設立され、これがわが国で最初の「第三セクター」であると思われるが、
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まだこの当時は「第三セクター」という言葉は一般的ではなかった。 
わが国で、「第三セクター」という言葉が登場したのは、1969年の「新全総」（新全
国総合開発計画）＜＊註＞の時であり、その後、田中内閣の「日本列島改造論」（72
年）をはじめ、77年福田内閣当時の「三（第三次）全総」、86年制定の「民活法」（民
間事業者の能力の活用による特定施設整備の促進に関する臨時措置法）、87 年中曽根
内閣による「四全総」、更には同 87年制定の「リゾート法」（ｐ.1）等と併行して、全
国各地に次々と「第三セクター」が設立されるに至って、マスコミを中心に盛んに使
われるようになったという経緯がある。（参考資料：国土交通省「『全国総合開発計画』
の比較」） 
 
＜＊註＞ 
「新全総」と“新”が付いたのは、1962年池田内閣当時に「全総」（全国総
合開発計画）があり、それを 69 年、佐藤内閣時代に、経済の長期安定成長
と国民生活の一層の向上を目指して、65年を基準年次とし 85年度を目標年
度として見直したため。 
 
考えてみれば、「第三セクター」の議論以外で、政府や地方自治体すなわち「官業」
だけを取り上げて「第一セクター」と言ったり、民間企業のことを単独で「第二セク
ター」と呼ぶことが殆どないのも、確かである。 
 
つまり、わが国では、「官民一体（合同）の企業体」を表わすのに、この「第三セク
ター」という言葉が最も便利だったという訳なのであろう。 
 
尚、旧・自治省（現・総務省）の発表する資料では、「地方公共団体が一部出資して
設立した法人」という意味から「地方公社」と呼ばれており、その「地方公社」のう
ち自治体による出資比率が 25％以上の法人については、同省によって定期的に実態調
査が実施されている。 
 
②「第三セクター」設立の目的について： 
わが国では、従来から、地域開発事業といえば「官業」（第一セクター）一本で実施
されて来たが、「官業」はいうまでもなく「年次予算」に拘束され、短期間に大規模な
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開発事業を行なうには限界があり、一方、「営利」を第一目的とする「民間企業」（第
二セクター）では、開発計画そのものが「利益最優先」の偏った方向へと発展しかね
ない危険性がある。 
そこで考え出されたのが、「行政の持つ“公共性”と、民間の“効率性”」を結び付
け、両者の出資によって経営される企業体としての「第三セクター」だったのである。 
 
また、地域開発事業には種々の「許認可」が必要であり、その意味からも「官」が
加わった「第三セクター」は好都合だった訳である。 
 
いうなれば「第三セクター」は、「官」と「民」の長所・短所をうまく補い合って、
“地域開発計画をより能率的に推進するとともに、大きな投資効果も狙える”ことを
目的に設立されたのである。 
 
 
3. 「第三セクター」の経営形態 
 
これまで見て来た様に、わが国では、「第三セクター」とは、公営でも民営でもない「第
三の経営形態」という考え方が一般的であるが、大別すると二つの経営形態に分けられる。 
一つは、「シーガイア」を経営していた「フェニックスリゾート」や、「パルケエスパー
ニャ」の「志摩スペイン村」、「倉敷チボリ公園」の「チボリ・ジャパン」のように「利益
を追求する『株式会社』形態」と、もう一つは、公益性が高く「地方自治体の業務を受託
する『財団法人』形態」であり、両形態合計で、平成８年１月１日現在、「第三セクター」
の総数は、旧・自治省の調査によれば、次表の通り、全国で 9,344社にのぼっている。 
 
＊第三セクターの数 
 平成８年１月１日現在の数 構 成 比 
 1. 地域開発・都市開発関係 2,236 社 23.9 % 
 2. 住宅・都市サービス関係 224  2.4  
 3. 観光・レジャー関係 1,163  12.4  
 4. 農林水産関係 1,259  13.5  
 5. 商工関係 628  6.7  
 6. 社会福祉・保健医療関係 709  7.6  
 7. 生活衛生関係 253  2.7  
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 8. 運輸・道路関係 459  4.9  
 9. 教育・文化関係 1,137  12.2  
10. 公害・自然環境保全関係 81  0.9  
11. 情報処理関係 117  1.3  
12. 国際交流関係 126  1.3  
13. その他 952  10.2  
計 9,344  100.0  
（讀谷山洋司著「第三セクター明日への課題」より転載） 
 
大半が、「株式会社」形態であるが、「第三セクター鉄道」というものもある。 
これは、地方公共団体と民間の共同出資による「私鉄」のことで、一部の都市交通線（モ
ノレール、新交通システムや大規模住宅団地への鉄道など）や臨海工業地域の臨海鉄道に
見られるほか、旧国鉄（現・JR）の「特定地方交通線」（旅客輸送密度、つまり１日１㎞
当りの平均輸送人数が 4,000 人未満の、いわゆる「赤字ローカル線」のこと）や日本鉄道
建設公団の工事凍結線を引き継いで設立された「第三セクター転換鉄道」と呼ばれるもの
がある。 
旧・久慈線などを引き継いで 1984 年 4 月に開業した三陸鉄道（岩手県）を転換第１号
として、北海道ちほく高原鉄道、会津鉄道、わたらせ渓谷鐵道、天竜浜名湖鉄道、のと鉄
道、信楽高原鐵道、土佐くろしお鉄道、平成筑豊鉄道、高千穂鉄道など、全国各地に続々
と設立された。 
いずれも、赤字路線を引き継いだために、ワンマン運転や無人駅・委託駅の多用、レー
ル・バス（小型・軽量の気動車の愛称）の導入など徹底した合理化に努めているが、たび
たび話題になる通り、いずれの「第三セクター鉄道」もかなりの苦戦を強いられているの
が実情である。また、2005年度の開業を目指し、東京・秋葉原と茨城県つくば市を結ぶ「つ
くばエクスプレス」（旧・常磐新線）の建設を進めている「首都圏新都市鉄道」（東京・千
葉・埼玉・茨城の 4都県、12市区町村や約 180の民間企業出資の第三セクター）が、2001
年９月に経営破たんした大手スーパー「マイカル」関連の社債約 110 億円分を保有してい
ることが判明、その全額が焦げつく見通しになってしまったことも報じられた。第三セク
ターの資金運用のあり方やその責任問題についても、今後議論を呼ぶことになるであろう。 
 
先に、“「官」と「民」の長所・短所をうまく補い合って”と書いたが、上記「鉄道業」
に限らず、全国各地で「第三セクター」の経営不振や“破たん”が相次いでいるのは、一
体何故であろうか。 
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個々にその原因を調べていくうちに、（夫々個別の要因も勿論あるのだが）いずれの「第
三セクター」にも共通した問題点があることに気付いた。 
 
その共通点については、最終節に譲るとして、次節では、幾つかの「第三セクター」の
破たん例を検証してみたい。 
 
 
4. 「第三セクター」の破たん例 
 
①「苫小牧東部開発」のケース 
大都市と各地域を大規模な「新幹線」、「高速道路」、「空港」の建設や「通信網」の
整備によって結び付け、大都市から離れた地域でも、その地域の特性を生かした大規
模の新規開発プロジェクトを実施出来るようにし、その効果を全国に波及させようと
いう、いわゆる「ネットワーク方式」を提言した「新全総」では、従来開発の遅れて
いた次の 3地域を、開発促進計画の承認地域に指定した。 
 
• 北海道「苫小牧東部大規模工業基地」 
• 青森県「むつ小川原コンビナート」 
• 鹿児島県「志布志湾大規模工業基地」 
 
この指定が公表された途端、開発業者が用地買収に狂奔し、タダ同然だった地価が
一挙に値上がりし始めたのである。（その後の全国各地の開発構想が、地価を高騰させ、
田中角栄の「日本列島改造論」が更に、その地価高騰の火に油を注ぐ結果になったこ
とは周知の事実である。） 
 
ここでは、上記３指定地域の内、「苫小牧東部大規模工業基地」（以下「苫東」と略
す）の計画から破たんに至るまでを振り返ってみる。 
 
「新全総」指定という、いわば「国家プロジェクト」としての「苫東」計画は、計
画案を 1971 年北海道開発庁が策定、北海道東北開発公庫（現・日本政策投資銀行）
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がメインバンクに、そして北海道庁自体と「第三セクター・苫小牧東部開発」（資本金
60億円＝内、25％北海道東北開発公庫、20％北海道）が協力して“企業誘致”を進め
るという形でスタートした。 
計画面積は約 1 万ヘクタール。いわゆる重厚長大型産業の鉄鋼や石油化学などの工
場集積による世界的規模の工業基地建設を目指したのである。 
 
国家プロジェクトでもあり、苫小牧の地元にしてみれば、まさに降って湧いたよう
な話である。「浮かれてしまった」といえば言い過ぎかもしれないが、73 年、地元苫
小牧市は、当時 12万人そこそこの人口が、遠からず 35万人になるという予測まで発
表した。工場が多数進出してくれば、市の人口は、その従業員・家族も含めて一挙に
膨らむと考えたのである。 
そして、その人口急増を当て込んで、苫小牧駅周辺には、デパートやスーパーマー
ケットが次々に進出した。 
計画地域ヘ通ずるアクセス道路整備も着々と進み、公営住宅も市営・道営合わせて
9,000戸に達するなど、地元の期待はいやが上にも増幅して行った。 
しかし、第 4 次中東戦争をきっかけとした二度にわたる（73 年：第１次、79 年：
第 2次）オイル・ショックや、その後の産業構造の変化、円高傾向の定着などにより、
基幹産業としての重化学工業関係の工場誘致は、年々難しくなってしまったのである。
（因みに、2000年 3月 31日現在の苫小牧市の人口は 17万 2千人にとどまっている。） 
工場用地としての分譲対象面積の 8 割以上が売れ残ってしまった。この「苫小牧東
部開発」という「第三セクター」は、まず「道」（北海道）その他から土地を買い上げ、
それを分譲する形での誘致活動を進めたのであるが、破たんに至った最大の原因は、
見通しの甘さと、その分譲用土地の買い上げ資金を「金融機関からの借入金」に頼っ
たことである。 
分譲して得た資金で返済するという目論見が完全に狂ってしまい、返済は滞り、
1,423億円（帝国データバンク調べ）もの膨大な累積債務を抱えてしまった。 
破たんの原因を、オイル・ショックや産業構造の変化という外部環境のせいにする
ことは簡単である。また、金融機関の高金利を言い訳に使うことも可能かもしれない。
しかし、果して民間の開発業者が行なうほどの真剣さ・熱心さで、進出企業誘致に少
しは奔走したのであろうか。 
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1972年に「苫小牧東部開発」が設立されてから 30年近くが経過している。その間
に売却された土地は当初計画の 15％にも満たないことからみても、答えは明らかであ
る。 
 
小泉内閣になり、にわかにクローズアップされてきた「特殊法人」「トンネル法人」
同様、この「第三セクター」も“役人の天下り先”でしかなかったのかもしれない。
因みに「苫小牧東部開発」の社長は、ここ３代、いずれも「北海道開発庁・事務次官」
経験者である。 
 
営利目的の「民間」ならとっくに撤退（または解散・清算）し、責任者は厳しく糾
弾されているに違いないのに、「第三セクター」という「官民もたれ合い」の体質が、
30年という四半世紀以上の年数を、無為に過ごして来たとしか思われないのである。 
 
②「フェニックスリゾート」のケース 
本論冒頭でも触れた通り、「リゾート法」適用第１号として、世界最大の室内ウォー
ターパーク「オーシャンドーム」や、ホテル、ゴルフ場などを持ち、1993年華々しく
オープンした宮崎市の大型リゾート施設「シーガイア」を運営する第三セクター「フ
ェニックスリゾート」は、2001年２月 19日、会社更正法の適用を申請した。 
同社は、資本金 3億円で、その半分を地元宮崎県と宮崎市が負担している（各 25％）。
社長には、地元出身で大阪の紙卸業社「旭洋」社長の佐藤棟良氏が就任した。 
当初計画では「年間来場者数 550万人、営業収入 750億円、償却前利益での単年度
黒字実現は 97年度」であった。 
確かに宮崎県は、これといった産業に乏しく、リゾート法の成立を機に「観光」を
地域振興の最大の切り札と考えたとしても無理はない。 
しかし、結果論かもしれないが、自己資本が 3 億円しかないのに、金融機関からの
借入は 2,600 億円を超えていた。＜内・メインバンク第一勧銀の融資（債権）残高は
1,824億円でこれを後述するように「全額放棄」することになる＞ 
この多額の借入金に伴う返済が経営を圧迫したのは、「苫小牧」のケースと全く同じ
である。 
異常とも思われる巨額融資が実現した背景には、社長の佐藤棟良氏が業界大手企業
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グループの総帥であるという信用力（債務保証をしていた「旭洋」も今回倒産）をベ
ースに、第一勧銀を筆頭に、政府系金融機関の日本開発銀行（現・日本政策投資銀行）
や地元の宮崎銀行までが、積極的な「貸し込み」を行なったのである。 
 
第一勧銀では、当初「固め」に見ていた事業計画案に対して、「こんな（低い）来場
者見込み・収入見込みでは審査部の審査がパスしない」からと、かなりの上乗せをし
た（それが、当初計画として発表された「年間来場者 550万人、営業収入 750億円」）
という。 
そして、開業後は、来場者数見込み「550 万人」に対し、実質初年度の 94 年度は
271万人、そして、翌 95年度の 386万人をピークに年々減少の一途をたどり、99年
度は 296万人まで落ち込んでしまったのである。 
 
私は、先に「国内テーマ・パークの盛衰と今後の方向性に関する一考察」（当「研究
紀要」第 12号）でテーマ・パークの立地条件として「周辺に必ず『大きな人口集積（巨
大人口地区）』を抱えていること」を挙げた。 
 
また、このフェニックスリゾートを含むシーガイア関連の 3 社を、アメリカの投資
会社リップルウッド・ホールディングス（以下「リ社」と略す）が買収することが決
まった 2001 年 6 月、地元「宮崎日日新聞」からの電話取材に対しても、私は同じこ
とを言った。「周辺に大きな人口集積地を抱えていることがテーマパーク、リゾート施
設存続の絶対条件だが、宮崎にはそれがない。また、徹底した合理的経営と顧客が満
足するサービスは二律背反の関係。ドライなビジネスライクの外資には解決できない
のではないか」と。（2001.6.28「宮崎日日新聞」朝刊） 
 
宮崎県の人口は 120万人弱であるから、来場者の大半を県外からの客に頼らざるを
得なかった訳であるが、現地への交通アクセス面での不充分さや、円高に伴う「国内
旅行より安く海外へ」行ける傾向もマイナスに作用して、赤字は膨らむ一方であった。 
2001年 8月 4日の新聞報道によれば、第一勧銀が組み込まれる「みずほホールディ
ングス」が「シーガイア関連の 3社に対する債権放棄額を 1,824億円で確定した」と
のこと。 
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2,000億円以上の資金を投入し、負債総額 3,261億円に達した巨大リゾート施設を、
僅か 162億円でリ社が買収し、施設運営にはアメリカのホテルチェーン「マリオット・
インターナショナル」が当ることになった訳であるが、周辺人口やアクセス方法を含
め、事業環境はこれまでと何ら変化はない。 
リ社は「韓国・台湾も含め、宮崎には２時間で 2 億人が訪れることが可能」と東南
アジア地域を視野に入れた「潜在的な集客力」を強調していた（2001.5.11のリ社記者
会見）が、2005年には香港にディズニーランドがオープン予定であること等を考慮す
れば、決して机上の計算通りには行かないと見るべきであろう。 
 
今後のことはともかく、「地方公社（第三セクター）」の経営問題を担当する総務省
（当時・自治省）地域企業経営企画室は、99年、地方公社の経営診断チャートを作成
し、各都道府県や政令都市に対し、経営が悪化したものは「廃止」を含めて検討する
ように求めており、その時点で既に「フェニックスリゾート」は「深刻な経営難で、
存廃を含めた検討が必要」という「Ｃランク」（最低ランク）の判定を受けていたので
ある。にもかかわらず、金融機関は融資を続け、宮崎県は新たに 60億円の基金を設け、
これまでに 25億円を「フェニックスリゾート」の赤字補填に投入して来た。（この「泥
棒に追い銭」的な支援に対しては、地元市民グループから県知事を相手取って、訴訟
が起こされている。） 
 
③ その他の「第三セクター」破たんのケース 
2001.3.17.の読売新聞「データうらおもて」欄の記事によれば、帝国データバンク
（民間信用調査機関）が、リゾート関連の「第三セクター」を対象に行なった業績調
査では、売上げ高は減少を続け、「3期連続赤字」の企業が最も多くなるなど、苦しい
経営実態が改めて浮き彫りにされている。 
それによれば、調査対象の 66社中、25社が「3期連続赤字」で、「2期以上赤字の
第三セクター」は、実に全体の 62.1％を占めている。景気が回復しない中で、リゾー
ト関連「第三セクター」間の生き残り競争は、ますます激化した訳である。 
 
「第三セクター」が経営するテーマパークの破たん事例の中では、前節の「シーガ
イア」関連３社の破たんが最大であるが、そのほかにも次のような破たん事例がある。 
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テ ー マ パ ー ク 名 所在地 経営母体の「三セク」 破 た ん 内 容 
スペースネオトピア 新潟県 スペースネオトピア 96年の開業前に断念 
カナディアンワールド 北海道 星の降る里芦別 97年に閉鎖 
呉ポートピアランド 広島県 呉ポートピアランド 98年特別清算申請 
ネイブルランド 福岡県 ネイブルランド 98年閉鎖、会社解散 
アジアパーク 熊本県 アジアパーク 00年閉園、会社解散 
 
この表のうち、北海道芦別市の「カナディアンワールド」は旧産炭地への整備基金
をもとに、小説「赤毛のアン」の世界をコンセプトにして実現したものだが、赤字続
きで、地元では「赤字のアン」と皮肉られ、芦別市が借入金の元金 46億円を肩代わり
して長期（30 年間）の返済を行なっており、99 年からは入場無料の市民公園になっ
ている。 
 
また、同じく旧産炭地で三池炭鉱閉山に備える「あらかじめ対策」としての福岡県
大牟田市の「ネーブルランド」にしても、造船不況への対応策として、広島県呉市に
南スペインのイメージをテーマにオープンした「呉ポートピアランド」も、一言で言
えば当初事業計画の見通しが甘かった結果の閉鎖・閉園である。 
 
熊本県荒尾市の「アジアパーク」に至っては、当初計画の甘さというより、「余りの
杜撰さ」を厳しく指摘せざるを得ない。 
93年、「九州アジアランド構想」の一環として、「アジア諸国の遺跡や街並み」のミ
ニチュアを並べ「アジアを体感するテーマパーク」を標榜して開業したのであるが、
子供だましというか、オモチャのようなミニチュアの「タージマハール」、「万里の長
城」、「天壇公園祈念殿」、「ヒマラヤ山脈」、「カトマンズの街並み」等をボート（その
後、経費が掛かりすぎるからと、ゴーカートに変わったが）に乗って眺めるだけで、
「アジアを体感する」などとは、およそかけ離れたもの。 
開業 2年目で早くも来場者は激減し、4年目の 97年で負債総額は早くも 30億円を
超え、破たん状態に陥ったのである。その後、客寄せ（？）のために、エントランス
ホールを何と「ゲームセンター」に改造したりもしたのだが、結果は赤字が増える一
方であった。 
それも当然で、現地を訪れた人には理解してもらえるはずだが、何故こんなものに
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市民の税金を含む 43億円もの資金を投入したのか、計画段階で誰もチェックできなか
ったのかと思ってしまうほど、本当にチャチなものだったのである。 
結局、35億円近くの負債を抱えて、2000年に会社は解散してしまった。 
 
会社（第三セクター）解散後、あるテレビ局のインタビューに対して、荒尾市の産
業振興部長が次のように答えるのを聞いて、更に驚いた。 
• 「役所の人間は、民間事業の経験はないし、ノウハウを持った人間もおりませ
んから、どうしても民間に委（ゆだ）ねることになった訳です」 
• 「実は、私たちも、（出来上がったパークを）見てびっくりしたんですが、お客
さんがこれで満足するのかな、という気がしました」 
• 「すぐ隣の三井グリーンランドの年間 150万人という入場者のせめて３分の 1、
50万人程度のおこぼれは戴けるだろうと、当初は思ったんですけどね」 
全く、反省する、責任を感じるという姿勢が見られなかったせいか、インタビュア
ーが、「どうしてそんなものに 40 億ものカネを注ぎ込んだんですか？」と質問したの
だが、それに対しても答えは「それは、私もちょっと、何とも言えませんけどね――
―」だけであった。 
出資金、損失補償金合わせて多額の公的資金（市民の税金）が消えてしまったこと
から、「市の経営失敗の責任が、血税投入という形で市民に回る。このまま放置は出来
ない」、「アジアパークへの公金支出は、多くの市民が知らない内に進んできた。市民
不在の行政の実態を明らかにしたい」（西日本新聞）と、2001 年３月、一部市民が市
長に支出済みの公金の返還などを求める訴えを、熊本地裁に起こしたのも無理からぬ
ことと言えそうである。 
 
次の資料からも「第三セクター」が如何に苦戦しているかが伺われる。 
 
＊債務超過に陥っているリゾート・観光関連の主な「第三セクター」 
都道府県 第 三 セ ク タ ー 名 （所在地） 債務超過額（百万円） 
函館シーポートプラザ （函館市） 170  
夕張観光開発 （夕張市） 190  
石炭の歴史村 （夕張市） 199  
芦別振興公社 （芦別市） 53  
北海道 
室蘭リゾート開発 （室蘭市） 50  
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弘前リゾート開発 （弘前市） 110  
青森県 
大鰐地域総合開発 （大鰐町） 2,000  
八幡平観光 （松尾村） 26  
北上ワシントンホテル （北上市） 260  
夏油高原開発 （北上市） 850  
岩手県 
りっけん観光 （陸前高田市） 230  
鳥海高原ユースパーク （矢島町） 10  
秋田栗駒リゾート （東成瀬村） 120  秋田県 
男鹿半島観光 （男鹿市） 800  
東根リゾート開発 （東根市） 200  
山形県 
赤倉温泉リフト （最上町） 150  
くりこま高原振興公社 （栗駒町） 40  
宮城県 
花渕山観光開発 （鳴子町） 1,700  
会津田島リゾート開発 （田島町） 490  
会津高原観光開発 （舘岩村） 1,460  
飯舘楽園 （飯舘村） 20  
磐梯リゾート開発 （磐梯町） 20,000 超 
福島県 
赤面山総合開発 （西郷村） 490  
那須高原リゾート開発 （那須町） 1,700  
栃木県 
ハンターマウンテン塩原 （塩原町） 2  
尾瀬高原リゾート （片品村） 4,800  
嬬恋紀州鉄道リゾート （嬬恋村） 200  
白根高原スキーリゾート （草津町） 400  
群馬県 
水上リゾート開発 （水上町） 750  
新潟県 新潟ふるさと村 （黒埼町） 730  
長野県 阿智総合開発 （阿智村） 1,280  
岐阜県 めいほう高原開発 （明宝村） 440  
三重県 志摩スペイン村 （磯部町） 3,000  
兵庫県 神戸マリンホテルズ （神戸市） 300  
ゆうひパーク浜田 （浜田市） 70  
島根県 
琴引フォレストパーク （頓原町） 1,290  
ヒルゼン観光 （岡山市） 49  
瀬戸内国際観光 （玉野市） 900  岡山県 
王子リゾート （玉野市） 120  
福岡県 スペースワールド （北九州市） 17,000  
長崎県 長崎サンセットマリーナ （長崎市） 480  
大分県 ハーモニーランド （日出町） 12,600  
五ヶ瀬ハイランド （五ヶ瀬町） 75  
宮崎県 
青島リゾート （宮崎市） 1,000  
（2001.1.22「日経ビジネス」誌より転載） 
（一部は推定数字、原データは東京商工リサーチ） 
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上表の中で、三重県磯部町の「パルケエスパーニャ」を経営する第三セクター「志
摩スペイン村」（近鉄グループが 60％強、その他地元企業並びに三重県、磯部町も出
資して 1994年開業）についても、2001年 3月、近畿日本鉄道が再建支援に乗り出し
た。 
ここも、「シーガイア」と同時に「リゾート法第１号」の適用を受けて華々しくスタ
ートし、一時は現地に行く途中の道路が大渋滞で、到着した時にはもう閉園時間を過
ぎていたとか、帰れなくなったお客に、急遽、近鉄が「列車ホテル」を提供した等の
話も報道されたのだが、その後来場者は年々減少し、当初事業計画の年間来場者数 300
万人に対して、2000 年度は 192 万人にまで落ち込んでしまった。累積損失も 160 億
円、110億円（上表では 30億円となっているが、実際はその 4倍近くになっていたよ
うだ）の債務超過に陥ったため、近鉄としてもテコ入れに乗り出さざるを得なくなっ
たのだ。 
今後は「ゆとりと安らぎをコンセプトに、子供からお年寄りまで楽しめる地域密着
型テーマパーク」を目指す（2001.3.17.「週刊東洋経済」の記事）という。 
 
また、先の表にも名前の挙がっている岡山県玉野市の「王子リゾート」に関しては、
３年前、私は現地を訪れて、瀬戸内海・瀬戸大橋を見下ろす王子が岳山頂に未完成の
まま放置されている大型リゾート施設を、自分の目で見てきた。 
ここは、1989年に環境事業団（当時は公害防止事業団）が、地元玉野市等が出資の
第三セクター「王子リゾート」の要請に基づいて建設に踏み切ったリゾート施設であ
る。 
当初計画によれば、環境事業団がホテル本体の建設費並びに周辺の整備費合わせて
約 40億円を受け持ち、それを「第三セクター」が買い取って、内装を完成させて運営
することになっていた。 
私が見てきたのは、その「ホテル」本体部分（地上 7階、地下 2階）で、93年 5月
に完成したものの、「第三セクター」の経営が行き詰まり（開業前に行き詰まる程度の
甘い計画だったのか）内装工事は何一つ手が付けられないまま放置されていたのであ
る。工事代金も未払いのままで、メイン出資者の玉野市だけでは支払い不能なため環
境庁（現・環境省）、岡山県、玉野市、環境事業団の間で長年対応策が検討されて来た。
環境省が「総合環境学習センター」にすることで決着がつきかかったのだが、結局は
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実現に至らず、本論執筆に際して、環境省・環境事業団担当者に直接電話で確認した
（2001.8.21）ところ、「いまだにこれといった方向性が見つからず、建物もそのまま
です」とのこと。 
今さら指摘してみても仕方のないことであるが、当時の公害事業団が、バブルに踊
った「第三セクター」を支援して、多額の税金を注ぎ込みながら、風光明媚な国立公
園内の丘の上に、何ともみっともない「コンクリートのかたまり」を 10年近くも放置
し、しかも、いまだに解決の方向性すら決まらないという責任は、一体誰が、どんな
形で負うというのであろうか。 
 
 
5. 「第三セクター」の“功罪” 
 
前節で検証した通り、わが国では、1962年の「全国総合開発計画」に始まり、あの「日
本列島改造論」を経て、バブル最盛期の 1987 年に「リゾート法」が施行されて以後今日
に至るまでの数十年間、数多くの「地域開発」という名の怪物が、狭い国土の、自然豊か
な過疎の村々にまで、巨大な鉄の爪をかざして襲い掛かった。 
 
そして、その鉄の爪に襲われた地域の人々も、怒ったり、恐れて逃げ惑うのではなく、
何故か舞い上がり、興奮した。損得・利害だけでしか、物事が判断できなくなってしまっ
た。 
 
全国の自治体も、「地域活性化」・「町づくり」・「村おこし」の名のもとに、「第三セクタ
ー」という新しい経営形態を設立させ、「利」という「夢」を追って狂奔した。 
気が付いてみたら、その夢の跡に残されたものは、閑古鳥の鳴くリゾート施設と、気が
遠くなるほどの借金の山、そして、目を覆うばかりの自然破壊だったのである。 
 
では、何故、各自治体は競って 9,000以上もの「第三セクター」を作ったのであろうか。
一口に 9,000 というが、これは決して生半可な数ではない。実態とはもちろん異なるが、
47都道府県のいずれにも 200近くの「第三セクター」がある計算になる。 
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結果はともかく、余程のメリットがあると考えたからこその「第三セクターの設立」だ
ったはずである。 
 
①「第三セクター」の“功”（＝メリット）について 
第 2節の＜②第三セクター設立の目的＞でも触れた通り――― 
• 「官」と「民」の長所・短所をうまく補い合って、地域開発計画をより能率的
に推進するとともに、大きな投資効果も狙える 
• 言い換えれば、地域開発など公共性の高い事業を行なうために、民間企業の資
本・ノウハウを導入して、国または地方公共団体の出資負担を軽減し、同時に、
経営効率の向上も期待できる 
―――というのが、「第三セクター」を競って設立した日本中の識者（？）が共通に
考えた「メリット」だったに違いない。 
 
即ち、「官」の立場から見れば、「予算」という枠に縛られた「官」だけでは調達不
能な開発資金の不足分を民間に依存することができるとか、「フェニックスリゾート」
の佐藤社長の信用力で多額の銀行融資が引き出せたようなメリットがある上に、先に
紹介した「アジアパーク」関係者の言葉にいみじくもあった如く「開発経験もノウハ
ウもないから、民間に委ねる（民間を引きずり込む？）」ことによって、開発が可能に
なるという利点がある。 
 
一方、「民」の立場から見たメリットは、これは、ディメリットにもつながることで
あるが、民間企業だけの開発計画と異なって、「公共性」を前面に強く打ち出すことに
よって最終責任は「官」が取ることになるから、思い通りにやれるということや、開
発に伴う種々の許認可申請が「官」が噛んでいるお蔭で、パスしやすい等ということ
も大きなメリットといえるのだろう。 
 
②「第三セクター」の“罪”（＝ディメリット）について 
 
メリットについては、上記程度のことしか考えられないが、ディメリットについて
は、既に「破たん」事例の検証・原因究明を通じて、その共通の問題点として、かな
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りの指摘をして来た。 
 
先ず「第三セクター」に共通の「罪」としてトップに挙げなければならないのは、
「事業計画・フィジビリティースタディーの杜撰さ」である。 
「自分の企業」、「何としても赤字は許されない事業」という認識・問題意識があれ
ば、「来場者数」や「収入見込み」は堅め（低め）に予測するに違いない。 
しかし、「官」は「民間事業経営の経験がない」からと、「民」出身者に丸投げし、
「民」は「民」で「どうせ、最終責任は役所が取るのだから」とばかりに、自分の出
身母体の民間（営利）企業では絶対に考えられない（許されない）“夢”を描こうとす
る。 
某「第三セクター」の事業計画段階に、数ヶ月間だけ参画した私自身の経験からも、
厳しい予測・堅めの提案をすると、「ゼネコン」と「銀行」が「役所」と一緒になって
「あなたはこのプロジェクトを潰したいんですか！」と詰め寄られる始末。「赤信号、
みんなで渡れば怖くない」式だったことを覚えている。 
 
次の「罪」は、「予算コントロールの甘さ」である。 
これは上記「事業計画の杜撰さ」がそもそもの原因であるが、「年度」単位でしか「収
支」を考えられない「官」と、「どうせ自分の会社じゃない」の「民」が、税金を含ん
だカネを厳しく管理することが、どこまで出来るのであろうか。 
 
「第三セクター」設立までで息切れしてしまい、「開業」に至らなかったケースが結
構あることからも裏付けられている。 
開業後、来場者の減少が年々続くのに、依然として高額の入場料金の見直しも行な
わず、運営コストの切り下げ努力も、後手後手になってしまったのは、破たんしたケ
ースに共通して見られた傾向である。 
 
三つめの「罪」は、「責任体制のあいまいさ」である。 
出資比率はともかくとして、「第三セクター」設立後の「官」と「民」の役割分担が
極めて不明確である。それぞれが「長所」（得意分野＝官の信用と民の発想・機動力な
ど）を出し合えば毛利元就の「三矢の教え」ではないが、大変な力になり得るはずな
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のに、両者が互いにもたれあい、果ては「官」の「民」への経営責任の転嫁である。 
言い換えれば、官民双方に「甘え」がある。破たんしたケースでは、官の「硬直性」
と民の「官頼み」だけが目立つ結果になってしまっている。 
 
これは、「第三セクター」に融資をした金融機関についても同じである。「苫小牧東
部開発」の北海道東北開発公庫（当時）、「フェニックスリゾート」の第一勧銀、日本
開発銀行（当時）は、それぞれの融資に際して、「道、県や市がついているから」とい
う「甘い」判断などはなかったと言い切れるのであろうか。 
 
国土交通省は、2001年 8月 17日、リゾート法の認定を受けた施設の経営が、全国
各地で深刻化している状況から、今後２年間の予定で、同法の改正を含め、リゾート
整備のあり方そのものを抜本的に見直すと発表した。 
同省によれば、リゾート法で認定した施設は 2001 年 1 月時点で 8,952 施設にのぼ
るが、事業が実現したのは 1,723 施設にとどまり、約 5,000 施設は構想段階でストッ
プしている上、実現したリゾート・観光レジャー関連施設を運営する「第三セクター」
の 123社のうち、2000年 3月末で 63社が経常利益で赤字になっているという。 
 
見直しに先立って、同省は、先にリゾート法の承認を受けた 41都道府県に対し、「事
業化のメドが立たない施設にはリゾート法の認定を取り消す」よう求めている。 
 
正確な件数は把握していないが、現在全国各地で「第三セクター」絡みの訴訟が相次い
でいる。 
個々にその「第三セクター」独自の問題点があることは認めるが、恐らく最終的には、
これまでに挙げた「罪」の部分が、法廷の場で議論されることになるのは確実であろう。 
 
2001年 3月 31日に大阪（此花区）にオープンした「ＵＳＪ」（ユニバーサル・スタジオ・
ジャパン）も、その経営母体は大阪市を筆頭株主にした「第三セクター」である。同年８
月末、私が現地調査を行なった段階では、大阪市内や周辺のホテルは、「ＵＳＪ効果」でほ
ぼ満室状態が続いており（大阪駅前・某都市ホテル支配人談）、ＪＲゆめ咲線（旧・桜島線）
も殆ど一日中満員で、オリンピック誘致活動が不成功に終わった大阪の景気回復の鍵は、
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好むと好まざるとに拘わらず、この「第三セクター・ＵＳＪ」が握ってしまったのである。 
くれぐれも本論で取り上げた「破たん例」や指摘した「功罪」を、十二分に検証した上
での設立であり、運営であって欲しい。 
 
そして、＜「東のＴＤＬ」（東京ディズニーランド＝千葉県が 330 万株、3.2％を出資し
ている）・「西のＵＳＪ」＞として、“「第三セクター」の東西の成功例”といわれるよう、
末永く健闘してくれることを心から願う次第である。 
 
 
以    上 
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